
民間住宅投資は、建設活動による直接的な効

果にとどまらず、入居に伴う家具調度品や家電

製品など耐久財等需要を誘発し、経済への波及

効果は大きい。

また、住宅投資は、国民生活に最も身近かつ

不可欠な社会資本の形成としての意義を持ち、

経済政策上も重要な支援分野であった。さらに

住宅取得のための金融資産蓄積や住宅ローン

は、個人金融分野で重要な要素となっている。

しかし、バブル期まで実質GDPの6％程度を

占めていた民間住宅投資も、90年代に入って

構成ウエイトが低下し、2000年には約4％

（3.8％）を占めるに過ぎない。住宅着工戸数も

ピークの90年の170.7万戸から2001年には

117.3万戸まで減少している。

これに対して、世帯数を大幅に上回る住宅が

存在するなど住宅ストックが、表面的にはすで

に充足している。その一方で、少子高齢化に伴

って住宅需要は成熟化していくことが予想され

る。

住宅市場は今後、どのように変化していくの

であろうか？

本稿では、住宅着工の中でも全体に占める割

合が戸数では約4割、面積では約5割を占める

持家投資をめぐる環境の変化を整理する。

（1）持家着工の要因変化

図1は、住宅着工について利用用途別にその

推移を見たものである。

ここでの、持家とは建設主が自

分で居住する目的で建築するもの

をいう。貸家は、建設主が賃貸す

る目的で建築したものであり、分

譲住宅は建売または分譲する目的

で建築するものを表す。給与住宅

は、会社、官公署、学校等がその

社員、職員、教員等を居住させる

目的で建築するものである。1970

年代は持家建設の比率が戸数・面

農林中金総合研究所

7

少子高齢化が進む中で住宅に関する人々の意識も「持家・一戸建て」志向から多様化している。また、

持家のストック化が進む中で、持家着工戸数は伸び難くなっている一方、中古・リフォーム市場の拡大

が予想される。住宅が、人々のライフサイクルに即応し、充実したものとなるために中古・リフォーム

市場の整備が望まれる。

要　　　旨

持家住宅投資の変化と将来

図1　利用用途別　住宅着工面積の推移�

持家� 貸家� 分譲住宅� 給与住宅等�（百万㎡）�

（資料）国土交通省「住宅着工統計」�
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積ともに圧倒的に大きかったが、1980年

代後半は貸家や分譲の比率が増した。1990

年代は持家、貸家ともに、消費税率引き上

げの直前年の1996年に急増したが、それ

以後、戸数・面積ともに減少傾向にある。

従来、「住宅双六」と呼ばれる借家→マ

ンション→新市街地における戸建住宅取得

の住み替え行動が顕著であった。双六のあ

がりに当たる戸建住宅取得については、世

帯主が30代のカップルが中心的購入層で

あった。

図2は、この世帯の動態を表す指標とし

て婚姻件数（結婚から6～8年経過した世帯が持

家取得層となると言われる）を用い、持家着工

戸数の推移と見比べたものである。この結婚か

ら6～8年経過した世帯の平均数は、1994年に

底を打った後増加に転じているため、持家着工

戸数の引き上げ要因になるはずである。しかし、

図2で見る限り、その関係は崩れていると思わ

れる。

ここで更に、従来の持家着工パターンが存続

しているか否かを持家着工関数を用い、時間の

経過とともに変化をみること

により、チェックしてみよう。

持家着工数を婚姻件数、実質

住宅地地価変動率、所得の伸

びで説明するモデルを採用し

た。1970年代から近年にかけ

て構造的変化が生じたかどう

かを確認するために終了年次

は2000年においたまま、開

始年次を後にずらして計測す

るという方法をとった。

図3はこの結果を表したものである。1980年

以降から婚姻件数と持家着工戸数の関係が弱く

なっているばかりか、婚姻件数が増えると持家

着工戸数が減少するという動きも見られるよう

になった。従来の婚姻件数と持家着工戸数の関

係は希薄になっている。

住宅金融公庫の利用者のデータによると、マ

イホーム新築融資利用者は現在でも30代後半が

中心である。それにもかかわらず、婚姻件数が

効かなくなった背景としては、（1）価値観の多
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図2　持家着工戸数と婚姻件数�（万件、万戸）�

（資料）国土交通省「住宅着工統計」厚生労働省「人口動態統計」�
　（注）婚姻件数は６～８年前の平均�

120�

100�

80�

60�

40
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

婚姻件数� 持家着工戸数�

図3　婚姻件数と係数の動き�
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様化により家を持つことが人生の目標としての

価値を低下させていること、（2）少子化により

世帯員数が少なくなったことにより大きな戸建

てへ移り住む必要がなくなったこと、（3）バブ

ル崩壊後の中古住宅下落によって住み替えが難

しくなっていることなどが考えられる。

では、1980年代以降の持家着工戸数の動き

はどのような要因から成り立っているのだろう

か？

住宅総数が総世帯数を上回った（1968年が分

岐点）ことから、「量から質の時代」を迎えた

といわれて久しい。そこで、持家ストック（総

務省「住宅統計調査」と建設省「住宅着工統計」

から推計）を先ほどのモデルに婚姻件数に変え

て挿入し、重要な要因となっているか、前回と

同様の方法で試みた（図4）。

1982年以降、統計学的に有意とは言えないも

のの、符号条件や係数は安定している。この結

果は、持家ストックが効いていないというより

は、モデルが1990年代の低金利や1997・98年

の消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動減

を加味していないためと考えられる。

そのため、更に住宅金利、1996年の

消費税引き上げ前の駆け込み需要ダミ

ー、97・98年の反動減ダミーから成る

モデルを計測してみると統計学的に持

家ストックは、持家着工戸数の動きと

密接な関係があることが明らかになっ

た（表1）。

持家ストックの蓄積は、基本的には

住宅投資への投資抑制要因となり、将
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表1　1980年代以降の持家着工関数�

係　　数� 金利� 96ダミー� ストック�97・98�
ダミー�

調整済み�
Ｒ２�

1980－2000�
1981－2000�
1982－2000�
1983－2000�
1984－2000�
1985－2000

－0.078�
－0.071�
－0.068�
－0.061�
－0.062�
－0.064

－0.112�
－0.117�
－0.119�
－0.127�
－0.124�
－0.120

－2.223�
－1.933�
－1.761�
－1.368�
－1.483�
－1.643�
�

0.486�
0.468�
0.450�
0.508�
0.507�
0.520

0.212�
0.211�
0.210�
0.208�
0.209�
0.211

ｔ　　値� 金利� 96ダミー� ストック� Ｄ.Ｗ.97・98�
ダミー�

1980－2000�
1981－2000�
1982－2000�
1983－2000�
1984－2000�
1985－2000

－2.463�
－2.286�
－2.110�
－2.063�
－2.055�
－2.087

－1.644�
－1.754�
－1.764�
－2.059�
－1.960�
－1.877

－2.953�
－2.530�
－2.179�
－1.801�
－1.840�
－1.972�
�

1.015�
1.105�
1.117�
0.915�
0.931�
0.989

2.396�
2.450�
2.410�
2.628�
2.569�
2.565

図4　ストックの係数の動き�

（注）（　）内はｔ値�
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来的にも影響力を増すと考えられる。

その一方で、持家ストックの増加は、中古、

リフォーム市場の拡大など住宅関連市場に変化

をもたらすことが期待される。人々の住宅への

志向変化と絡めて、今後の住宅市場を以下で考

えることとしたい。

（2）変わる住宅への志向

「平成12年度土地問題に関する国民の意識調

査」（国土交通省が調査）によると、住宅の所有

志向について「土地・建物の両方とも所有した

い」と答えた割合は、全体の79.2％となってお

り、現在も持家志向の根強いことを表している。

しかし、その傾向は徐々に弱まってきている。

当調査を開始した平成5年度の83.3

％と比べると、▲4.1ポイント低

下し、調査開始以来、初めて8割

を下回る結果となった（図5）。

所有したいと回答した人を対象

に、その理由を調査したところ

（複数回答）、①家族に残したいか

ら…44.9％、②借家・借地では不

安定であり満足できない…39.8％、

③土地・建物は有利な資産だから

…39.4％、の順に回答が多くなっている。

直近では40％を下回った「③土地・建物は有

利な資産だから」と回答した件数は、平成5年

度～9年度までは、概ね50％以上に達していた。

それに比べ、10％以上の急低下となっており、

急激な住宅取得への志向変化が見られる。

また、「土地は預貯金や株式よりも有利な資

産か」という設問に対しても、調査開始時の平

成5年度には「そう思う」と回答した人が全体

の61.8％を占めていたのに対し、12年度は34.2

％に減少しており、「そうは思わない」の38.8

％に、初めて逆転される結果となった。

特に、地価下落の影響が大きい東京圏と大阪

圏で「そう思う」の比率が低下している。資産

形成の一つとしてよりも、むしろ本

来の目的である住居の利用価値を考

えて、土地や建物の保有を志向する

割合が高まってきている。

住宅取得の動機が、よりライフス

タイルや利用価値に見合った堅実な

ものとなっているといえよう。

それでは、住宅所有志向の人々は、

どのような住宅形態を望ましいと考
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図5　住宅所有志向の変化�
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えているのだろうか。

この意識調査では、一戸建てが望ましいと回

答した人の割合は77.9％と、大きなウエイトを

占めてはいるが、過去5年間で▲12.3ポイント

低下している（図6）。

また、居住地別にみると、地方圏では84.6％

と一戸建て志向が根強いのに対し、大都市圏

（東京、大阪、名古屋）では68.9％と、かなり

の差がある。

以上のように、経済環境の変化に対し柔軟に

備えたいとの姿勢とともに、少子高齢化等によ

る世帯構成の変化を反映した結果がうかがわれ

る。志向面からも、持家取得、特に一戸建てへ

の取得意識が、弱まってきている。

（3）地域別に見た持家着工動向

都道府県データをもとに、地域別の持家着工

動向の変化を、1990年代前半と2000～2001年平

均の比較から見ると、北海道、東北、中国、九

州地方での着工ウエイト低下が見られる（表2）。

この変化の要因を、都道府県データから分析

すると、前述の全国単位の結果とは相違するが、

結婚6～8年の婚姻件数の影響が示される。

一方、実質県内総生産などの所得要因や単純

な世帯数増加などは必ずしも影響を見出せない。

すなわち、持家着工の減少の大きい地方では、

持家取得対象の年齢世代となる世帯数が減少し

ており、それが最近の持家着工と関係している

ことが推測される。

取得対象の年齢人口が減少し、親等の住宅相

続が可能な世帯が多くなっている状態に加え、

空家等の増加から賃貸住宅の選択が拡大してい

る地方では、持家着工が長期低迷に転じている

可能性がある。

またそれは、日本全体の動きの先取りでもあ

る。

（4）住宅ストッック蓄積と中古市場

現在、住宅戸数は52百万戸と推計され、その

うち、6割が持家住宅世帯である。また、住宅

戸数は世帯数を1.1倍以上（1.13）上回り、6百

万戸近い住宅が分譲住宅在庫を含め空家となっ

ていると推定される（図7）。

持家ストックの蓄積は、再建築戸数の増加と

いう部分では持家着工の増加要因となる

が、全国的に世帯数を住宅戸数が上回る

状態となっていることは、住宅への志向

変化とともに、中古購入など新しく住宅

を建てるという以外の選択を可能とし、

持家着工の抑制要因となる。

持家ストックの増加が中古住宅市場の

発達を促し、新たに住宅を建築する動き

と競合的に作用するようになる可能性が

ある。

中古戸建て市場について正確に把握し
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表2　地域別持家着工ウエイトの動向�

地　域�

北　海　道�

東　　　　北�

北　関　東�

南　関　東�

北陸・甲信越�

東　　　　海�

近　　　　畿�

中　　　　国�

四　　　　国�

九州・沖縄�

合　　　　計�

5 . 1 ％�

9 . 5 ％�

7 . 9 ％�

2 0 . 9 ％�

8 . 7 ％�

1 3 . 0 ％�

1 2 . 7 ％�

6 . 3 ％�

3 . 4 ％�

1 2 . 4 ％�

1 0 0 . 0 ％�

4 . 2 ％�

8 . 9 ％�

7 . 8 ％�

2 2 . 2 ％�

9 . 1 ％�

1 4 . 4 ％�

1 3 . 5 ％�

5 . 8 ％�

3 . 5 ％�

1 0 . 4 ％�

1 0 0 . 0 ％�

－0 . 9 ％�

－0 . 6 ％�

－0 . 1 ％�

1 . 4 ％�

0 . 4 ％�

1 . 4 ％�

0 . 8 ％�

－0 . 5 ％�

0 . 1 ％�

－2 . 0 ％�

－　　　�

�

－3 2 . 5 ％�

－2 3 . 1 ％�

－1 9 . 1 ％�

－1 2 . 8 ％�

－1 4 . 1 ％�

－9 . 2 ％�

－1 3 . 0 ％�

－2 4 . 9 ％�

－1 5 . 7 ％�

－3 1 . 3 ％�

－1 8 . 1 ％�

�

1991－1995年�

合　計�

2000－2001年�

合　計�

ウエイト�

増減�

年平均�

減少率�



ている統計はないが、平成13年度版「東京都

住宅白書」によると、2000年に中古住宅市場に

出された戸建て住宅（新規登録件数）は16,934

件で前年比＋8.4％である。これは、2000年の

東京都内の持家着工戸数（25,467戸）の66.4％

に当たる。しかし、成約件数については3,546

件で新規登録件数の2割、持家着工戸数の13％

程度でしかない。

また、中古マンションの新規登録件数に対す

る成約件数の比率が26％であるのに比べると、

戸建て住宅はやや買い手が見つかり難い状況に

ある。

市場の推移としては、1990年代を通じて取引

件数が横ばいであり、とても持家着工戸数と比

肩する水準には至っていない。これは、一つに

は、中古住宅のイメージが「キッチン等が古い」

「入居後のアフターケアに不安」などというネ

ガティブなものが多く、契約率の低さにも見ら

れるように、需要が弱いためと考えられる。

しかし、供給面では今後中古市場に出される

戸建て住宅が増加すると考えられる。それは、

高齢者が維持に手間のかかる戸建て住宅を手放

す動きが増加すると予想されるからで

ある。「住宅金融月報No.568」による

と、（1）近年マンション購入者に占め

る50代以上の割合が1割程度占め、増

加傾向にあること（2）彼らの購入前

の居住状態が50代の31.9％、60歳以

上の55.0％が「持家」であったことな

どから、加齢に伴い持家一戸建てから

マンションに住み替える者が一定規模

でてきたと推察している。

このような状況の中で、中古戸建て

市場が発展していくかどうかはその価格形成が

非常に重要な要因となる。もし、中古戸建て住

宅のイメージが「古く、入居後のアフターケア

に不安」というマイナス面が改善されず、供給

者が良質な中古戸建て住宅を市場に提供しても

それに見合う価格付けがされない場合、いずれ

持家を売却しようと思っている所有者はその持

家のメンテナンスをするインセンティブを失

い、結局悪質な中古住宅しか市場に出回らない

ことになる。そのため、中古市場はいつまでも

発展しないという事態になる。

この問題に対し、2001年4月から（財）住宅保

証機構（以下、機構）が「中古住宅保証制度」

を開始した。この保証の仕組みは、中古住宅の

売主からの申請により、機構が検査と保証を行

い、欠陥が発見された場合修理に要する費用の

大部分の保証を行うというものである。この機

構の保証を受けるためには一定の要件を満たし

ていなければならず、これが中古住宅の品質を

保証するものと期待されている。

住宅金融公庫の調査から、公庫融資を利用し

て中古戸建て住宅を購入した世帯（2000年度）
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12

（百万戸）�（戸）�

1958 1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 20001963
（2000年は推計）�（総務省「日本の住宅・土地」から農中総研作成）�

0.96
0.97

1.01

1.05

1.08

1.10

1.11 1.11

1.13 1.13

図7　住宅ストック（住宅戸数）と世帯数の推移�

総住宅数（右側）�
総世帯数（右側）�
空家家数（右側）�
一世帯当たり住宅戸数（左側）�

1.15�

1.13�

1.11�

1.09�

1.07�

1.05�

1.03�

1.01�

0.99�

0.97�

0.95

60�

50�

40�

30�

20�

10�

0



の平均年齢は40.8歳、平均年収は664.3万円で

あった。この世帯が、同調査によるマイホーム

新築融資利用者（平均年齢39.9歳、平均年収

684.5万円）の平均像と大きな違いがないこと

は、今後中古住宅保証制度がうまく普及し中古

市場が成長するならば、マイホーム建築や戸建

て建売住宅と代替関係が強まることを示してい

る。

（5） 拡大するリフォーム市場

持家ストックが増加する一方で、少子化が進

むということは、相続予定のある住宅・土地な

どがある人々の増加を意味する。実際に「調査

研究期報」によると、首都圏（東京都心から

50km）の居住者30歳から69歳を対象に行った

アンケート結果から、首都圏に居住して2代目

以上になる人々の割合は年齢が若いほど高く、

この首都圏2世の64.5％が相続した（あるいは

すべき）住宅・土地を持っていると答えている。

相続をきっかけに住宅・土地などを人々が所

有するということは、「住宅双六」の「新市街

地における戸建住宅取得の住み替え行動」が崩

れつつあることを示すものである。これは再建

築の場合を除き、持家着工戸数増加につながら

ない。

しかし、住宅を永く利用するというインセン

ティブを増すことにつながるため、リフォーム

需要を喚起すると思われる。現在のところ、リ

フォーム市場を統計として把握できていない

が、増改築に設備修繕・維持関連費用、家具・

インテリア等費用を加えた広義のリフォーム市

場の規模を1999年で、住宅リフォーム・紛争処

理センターでは7.5兆円と推計している。

「リフォームアンケート調査」（2000年度

住宅リフォーム・紛争処理センター）によると、

今後のリフォームで「内装」（56.2％）、「台所

の設備改善」（48.2％）、「浴室の設備内容」

（42.3％）、「間取りの変更」（40.1％）、「便所の

設備改善」の計画が上位を占めている。これら

のニーズは、水まわりのリフォームと居住空間

のリフォームに大まかに分けられる。

このニーズに対応し、近年では既存のスペー

スを「広く」見せるとか、既存よりも収納容量

が「増える」といったリフォーム用資材・商品

が増えてきている。

また、リフォーム市場参入業者も住宅メーカ

ー、地場工務店だけでなく、住宅設備機器メー

カー、ガス会社など広がりをもってきている。

しかし、リフォーム価格は業者によって差が

あることが、消費者にとってその利用を躊躇さ

せる要因となっている。そのため、比較可能な

価格とサービスの形成が求められている。また、

リフォーム後の資産価値の改善については前述

の（財）住宅保証機構の検査機能の向上が望まれ

る。

（6）中古・リフォーム市場の活性化

のため政策支援強化を

持家ストックの蓄積や社会経済状況の変化の

中で、人々の住宅に対する価値観も大きく変わ

る転換期を迎えようとしている。今後、中古・

リフォーム市場の発展により、人々がライフス

タイルに合わせた住み替えや、より経済的に住

宅リフォームをおこなうことが可能となれば、

金銭面だけでなく、長く居住した地域でのコミ

ュニケーションを継続できるという心理面から

農林中金総合研究所
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も、豊かさの実感が増すのではないだろうか。

また、中古住宅やリフォーム市場の拡大は、

新たな雇用創出とそこに参入する企業に収益機

会をもたらす。

環境面では、同じ住宅を改良しながら出来る

だけ長く住み続けることによって、住宅資材の

節約がはかられ、環境負荷を軽減できる意義が

ある。

これまで住宅取得の支援政策は、新築住宅取

得に傾斜している面が強かった。このようなメ

リットを考え、中古住宅の流通市場整備やリフ

ォーム拡充のため、より強力に政策支援をおこ

なう必要があろう。

まず、金融・融資面では、可能な返済期間

（現状は原則、最長20年以内、優良中古住宅で

も25年以内）の延長など、優良中古住宅向け公

的融資の新築並みのあつかいが求められる。リ

フォームローン制度についても拡充が必要であ

る。

税制面でも、現状、中古住宅にかかる登録免

許税等は、新築住宅の租税特別措置による優遇

に比べ高い。これを同一条件とすべきだろう。

中古住宅市場の整備対策では、前述のように、

中古住宅の簡易・低コストでの検査および品質

保証制度に公的な支援強化をおこなうべきだろ

う。その上で、検査記録や補修履歴に基づく価

格査定システムの標準化の導入が進められるこ

とを期待したい。

そのような検査－品質保証－査定標準化の制

度構築の上で、インターネットなどを利用した

オークション市場や情報交換の場を整備するこ

とが重要である。

リフォームについては、一定の信頼性保証を

受けたリフォーム業者の情報提供システムを業

界レベルでおこなう価値があろう。また、リフ

ォームの低コスト化を推進するため、リフォー

ムを前提にした設計や資材開発が急務である。

2001年8月の住宅市場整備行動計画（アクシ

ョン プログラム）の策定に続き、2001年11月

には住宅市場研究会を国土交通省は設置した。

住宅ストック蓄積によって住宅市場も成熟化を

迎えている。中古、リフォーム市場の拡大に伴

うビジネスチャンスは大きいと思われ、それに

対応した官民の取り組みが重要であろう。

（田口さつき　ほか国内経済金融班）
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